



1   本稿は、森田憲（2017b）の姉妹編に該当している。したがって、いくつかの図表が同論文と重複してい
ることを予めお断りしておきたい。
2   スティーブン・ローチ（2014）参照。


















































2010 2011 2012 2013 2014 2015
中国の対米国
貿易結合度
1.4071 1.3772 1.3494 1.3520 1.3249 1.3165
米国の対中国
貿易結合度





2010 2011 2012 2013 2014 2015
米国 1.186 1.209 1.200 1.194 1.195 1.183
中国 0.618 0.637 0.644 0.646 0.657 0.661
出所：国連（資料：GLOBAL NOTE）。
　そして事態を鮮明に示すために、それらを第 1図（貿易結合度）と第 2図（消費－GDP比率）
として示した。明らかに、第 1図、第 2図とも1.0を境にして、1.4から0.8の値（第 1図）と1.2か




　ところで、第 1表と第 2表、それに第 1図と第 2図で示されている現象を「対称性の転換」と
して捉え直すためには、「米国と中国とを取り替えても変わらない」ことを示す必要がある。
　すなわち、第 1表および第 2表が、第 3表および第 4表となり得た場合、あるいは第 1図およ
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ドル高是正」）に関する合意である。日本円に関していえば、1985年 9 月23日の 1 日（24時間）







































8   なお、柴田・長谷川（2012）によれば、「第二ステージ」は2010年から2011年であり、「香港オフショア人
民元市場の発達」である。そして、「第三ステージ」は2012年であって、「主要国との本格協力開始」であ
る（同書第 5章参照）。





































































































































































































































































































































































































































1965 19 50 6
1966 23 39 8
1967 12 39 4
1968 25 0.6 12
1969 37 0.6 16
1970 40 22 15
1971 78 -27 34
1972 90 -64 40
1973 37 0.4 13
1974 14 -45 19
1975 50 90 10
1976 99 -93 55
1977 173 -308 87
1979 18 -273 76
1980 21 -253 98

































































































































































































































1 1000 1500 1600 1700 1820 1870 1913 1950 1973 2003
フランス 2.2 2.3 4.4 4.7 5.3 5.1 6.5 5.3 4.1 4.3 3.2
ドイツ 1.2 1.2 3.3 3.8 3.7 3.9 6.5 8.7 5.0 5.9 3.9
英国 0.3 0.7 1.1 1.8 2.9 5.2 9.0 8.2 6.5 4.2 3.1
米国 0.3 0.4 0.3 0.2 0.1 1.8 8.9 18.9 27.3 22.1 20.6
日本 1.1 2.7 3.1 2.9 4.1 3.0 2.3 2.6 3.0 7.8 6.6
中国 25.4 22.1 24.9 29.0 22.3 32.9 17.1 8.8 4.6 4.6 15.1












































1年 1000年 1500年 1600年 1700年 1820年 1870年 1913年 1950年 1973年 2003年























28  松尾（2017）にふれられているとおり、それはHelmut Schmidt (2013), Ein letzter besuch: Begegnungen mit 

































































































































































34  念のため、その前後を含めた原文をみると、“Throughout its history, the United States has often been motivated 

































2001 1.728 -0.502 -1.858
2002 -1.682 -1.327 -2.306
2003 -2.791 -1.541 -1.677
2004 -2.399 -1.209 -1.033
2005 -1.156 -0.955 -0.959
2006 -0.095 0.679 -0.694
2007 -0.795 2.589 0.446
2008 -4.640 2.173 0.383
2009 -11.237 -0.846 -1.313
2010 -8.891 -2.063 0.089
2011 -7.285 1.077 0.393
2012 -5.673 1.829 0.187
2013 -2.432 1.455 -0.320
2014 -2.034 1.705 -0.354
2015 -1.646 1.837 -2.214























2001 32.133 43.796 14.729
2002 29.790 43.320 15.458
2003 29.154 43.640 15.700
2004 29.300 42.571 16.220
2005 30.652 42.783 16.729
2006 31.552 42.975 17.070
2007 31.672 43.005 18.130
2008 30.645 43.396 22.369
2009 28.430 44.341 23.751
2010 29.077 43.034 24.600
2011 29.361 43.753 26.914
2012 29.393 44.262 27.757
2013 31.617 44.548 27.703
2014 31.477 44.615 28.057
2015 31.638 44.495 28.535































































　　　 0＜ sp≦ 1、　 0≦ sw＜ 1、　sw＜ sp
である。
　言い換えれば、したがって、Sp＝ sp Pは利潤からの貯蓄額であり、反対にSw＝ sw Wは賃金から
の貯蓄額である。
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